
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

当該事業は、独立行政法人国立高等専門学校機構が行う設備の整備に要する経費に対して補助を行い、もって高等
専門学校の教育研究に対する国民の要請にこたえる。

執行率 ― ― 98.1%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

上記目的を達成するため、質の高い教育研究を支える基盤的・汎用的設備等を整備するために必要な経費の補助（定
額補助）を行う。

事業番号 0176

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２１年度

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　経済危機対策として平成２１年度補正予算(第１号)に計上した事業であり、平成２１年度限りの事業である。
予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

※平成２１年度補正予算による単年度事業である。

― 4,893

22年度 23年度要求

独立行政法人国立高等専門学校機構に交付。

　○教育研究用設備：394件
　　　・工作機械類：170件
　　　　（旋盤，フライス盤，ボール盤，研削盤等）
　　　・試験機・測定機：72件
　　　　（万能試験機，圧密試験機等）
　　　・顕微鏡及び関連装置：12件
　　　　（走査型電子顕微鏡等）

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

―― ―

19年度 20年度 21年度

執行額 ―

 国立高等専門学校機構から提出される実績報告書等において、各高等専門学校における支出先・使途を把握し、補
助金の使用状況や事業目的との整合性について確認を行っている。

総事業費(執行ベース) ―

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人国立高等専門学校機構の
教育研究設備の整備

高等教育局

一般会計

担当部局庁

「個性が輝く高等教育の振興」
「大学などにおける教育研究の質の向上」

関係する計
画、通知等

独立行政法人国立高等専門学校機構法
(平成15年7月16日法律第113号）

第3条，第12条

「経済危機対策」（平成21年4月10日「経済危機対策」に関
する政府・与党会議，経済対策閣僚会議合同会議）

担当課室 専門教育課

予算額(補正後）

上位政策

専門教育課長
澤川和宏

4,987 ―

― 4,893

　　　・分析装置：47件
　　　　（X線解析分析装置，核磁気共鳴装置等）
　　　・実験装置：73件
　　　　（高電圧実験装置，スパッタ装置等）
　　　・その他設備：20件
　　　　（LLシステム，実験台，ドラフトチャンバー
等）



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

　
文部科学省

　
４，８９３百万円

　
A.（独）国立高等専門学校機構

　
４，８９３百万円

独立行政法人国立高等専門学校
の教育研究設備の整備のための補助金の交付

【補助】

独立行政法人国立高等専門学校機構
の教育研究設備の整備



A.（独）国立高等専門学校機構 E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

５軸制御マシニングセンタ一式　等
国立高等専門学校の教育研究設
備の整備に必要な設備の購入

物品購入費 4,893

計 4,893 計

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金 額
(百万円）

費　目

D. H.

計 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

計 計


	シート

